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 6月定例会報告   

「住みよい掛川をつくる市民連絡会」から提出された２本の請願について、紹介議員
の要請を受け、補足説明や意見陳述、賛成討論を行いました。 
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補正予算審議などについての共産党議員団の質疑や意見 
 
疑問や問題点を指摘した上で、予算とその他議案には賛成しました  全議案可決 
              
◉ 物価高騰対応重点支援給付金 
4万円の減税ができない所得の個人に差額分を給付。（7月～11月約２５，０００人） 

非課税世帯への給付金をすでに受けとっている方は対象外で、物価高にあえぐ国 

民にとっては不十分です。また 1回限りの給付９億円に対して、事務費が７，０００万円以上かか

る。自治体の事務負担もあり、消費税減税などの方がずっと効果がある。 
 

◉ 省エネ家電購入補助（電気代の3割を占めるエアコン、冷蔵庫、冷凍庫の買い換

えに省エネ基準に達している場合一律2万円の補助 3,300万円） 
物価高騰対策であるならばエアコンが購入できない低所得世帯などへのエアコン購入助成なども

並行して行うべきではないか。 
 

掛川市省エネ家電購入費補助金 エアコン・冷蔵庫・冷凍庫 省エネ基準達成率１００％以上 

◉本体費のみで５万円以上の製品  ◉１世帯１回迄(予算３千万円 なくなり次第終了)    

◉市内販売店で購入(家庭用限定)  ◉申請期間 ７／１７～１０／１０ 

※詳細については市のＨＰや市内販売店で確認ください。 
 

◉ 共創MaaS実証プロジェクト（約2.2億円） 
新しい複合的な交通体系を作り出す事業ですが、中小地方都市が率先して取り組む課題か疑問も

あります。調査委託の成果が市民生活向上に結び付くよう注視していきます。 
 

・勝川志保子 

22-1325  
・大井 正 

(090)9918-4515  
ご意見・ご要望お寄せください 

小中学校の給食費の 

無償化を求める請願   
国の昨年9月の調査では、全国で３割を超す

５４７の自治体が、小中学校の給食費を無償に

している。また４割以上が部分的無償化に踏み

切っている。給食費は月額小学校で6,000円、

中学校で7,200円ほどにもなり、子どもが3人

いれば給食費だけで月2万円を超す。子どもが

多いほどに負担が家計にの 

しかかる状態では少子化も 

止められない。まさに市の 

優先課題。 

不採択  賛成は共産党議員団２名のみ 
 
昨年の子育て世代アンケートでは、医療費

無償化の評価が高く、 子育て世帯への経済的

支援が待たれていることを強く感じた。 市が

給食費無償化に踏みだすことが、「給食無償化

の課題整理を行う」と今年の骨太の方針で示

した政府の背中を押すことになります。 

共産党議員団は国の負担による学校給食の無償化を求める意見書と女性差別撤廃

条約選択議定書の速やかな批准を求める意見書の提出を議会に提案しました。給食

費の意見書は「共につくる掛川」の反対で、ジェンダー平等の意見書は自民党３会派

「創世会」「新しい風」「志誠会」の反対で提出できませんでした。給食費 

無償化もジェンダー平等も切実な国民の要求です。政府や財界までもが 

方針転換を検討している今、地方議会はより積極的な対応をすべきです。 

要望がつなげられず、残念です。 

 

《６月定例会で採択された意見書》 
 
◉ 刑事訴訟法の再審規定（再審法）の改正を求める意見書 

 要旨 ①再審請求の規定整備 ②証拠開示の規定整備 ③再審開始決定時の検察不服申し立て禁止  
県弁護士会から提出されました。袴田事件の教訓から、えん罪を防ぎ、再審制度がまともに機能す

るために、大変重要だと思います。弁護士会から提出された資料やわかりやすい陳述で議員も勉強さ

せてもらいました。→ 国へ提出 
 

◉ 新たな木造住宅耐震化プロジェクト「新ＴＯＵＫＡＩ－０」制度を求める意見書 

 能登半島地震等をうけ、2000年に改定された新耐震基準に沿った耐震化を後押しする。→ 県へ提出 
 

◉ テレビ難視聴地域における今後の受信確保に関する意見書 

地域要望を受けて総務委員会から提案されました。→ 国へ提出 

訪問介護費の引き下げ撤回と 

介護報酬引き上げの再改定を 

早急に行なうことを国に働き 

かけることを求める請願   
今年4月から実施された在 

宅介護の要である訪問介護報 

酬引き下げは、事業者の経営 

を圧迫している。特に地方都 

市や過疎地域では効率的な訪問が難しく利

益が上がらないことから、事業撤退が相次

いでいる。 

継続審議 文教厚生委員会の中で 
 
国の衆議院の厚生労働委員会では、４月か

ら始まったばかりの訪問介護費引き下げと、

介護報酬引き上げを撤回し、見直す意見書が

全会一致で採択された。掛川市議会も国政で

の動きを地方からバックアップしよう。 

引き続き９月議会での採択を目指します。 

《今後の掛川市議会の予定》   
☆8月定例会（８月３０日～９月３０日）  

９月９日(月)・１０日(火)・１１日(水)の３日間 一般質問が予定されています。 

また８月定例会は２０２３年度の決算を審議し、来年度予算につなげる議会です。 

 

 

 

  

 

   

 

 


